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 解 説  

 

１．基本税率は 20％ 

インドネシアでは、所得税は源泉徴収方式によるものと申告、予納によるものと

があります。今回のようなケースは、「非居住者への不労所得およびサービス対価

等の支払い（以下「PPH26」という）」としての課税対象となり、源泉徴収方式とな

ります。 

インドネシア所得税法第 26条によれば、 

------------------------------------------------------------------------- 

第二十六条 

(1) 政府機関、国内課税対象者、活動主催者、恒久的施設、外国企業代表部がイン

ドネシアで恒久的施設を利用する者以外の外国納税者に支払う下記のものに対

しては、その名称・形態の如何を問わず、その総額に対し 20％の所得税源泉徴

収を支払い側が実行しなければならない。 

a. 配当 

b. プレミアム、割引料、返済保証の礼金を含む金利 

c. ロイヤルティー、賃貸料、その他資産運用に関する代償 

d. サービス、労働、活動の対価 

e. 賞金、表彰金 

f. 年金、その他の定期的給付金 

g. スワップ・プレミアム。その他の価額保護取引 

h. 債務免除による利益 

------------------------------------------------------------------------- 

今回の事例は「d. サービス、労働、活動の対価」に該当します。そのため、イ

ンドネシア所得税法上の税率は 20％となります。 

Ｑ． 

 先般、インドネシアの企業が当社の機械を購入したため、当社の技術スタッ

フがインドネシアに行き、機械を設置した。インドネシアにおいて、このような

サービス対価に対する所得税はどのように取り扱われるか教えてほしい。（製造

業） 

 

Ａ． 

 今回のような「非居住者への不労所得およびサービス対価等の支払い」にお

いては、税務担当官によって判断が分かれるものの、基本税率は 20％です。 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 

続きを読む  

https://www.shinkin-central-bank.jp/cgi-bin/s/index.cgi
https://shinkin-overseas.jp/upload_file/m008-m008_03/47_Indonesia_BusinessTrip.pdf

